
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  事 業 報 告 書

令和 4年 4月 1日 から 令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人ADDS

1 事業の成果

【総括】
。各事業を通じ、170家庭へのあらたな発達支援プログラムの提供を行 うことができました。様々

等を積極的に行い、数多くの保護者や支援者に科学的根拠にもとづく支援の重要性や具体的な方略を
える機会を創出しました。また、書籍の出版を通 じて、発達障害の子 どもたちへの適切な関わ り方を

くの保護者や支援者に届ける機会を得ることができました。「発達障害の概念が必要ない」社会の実

向けた政策提言・発信等も積極的に行いました。今後も、発達支援を必要 とする子 どもたちが、政

制度に取 り残 されることのないよう、事業に取 り組んでまいります。

(1)特定非営利活動に係る事業
① 支援者育成事業 :新たに2事業所がAI―PACの実装先となり、オンラインなどの方法を用いなが

ら人材研修やコンサルテーションを行いました。初級ABAセ ラピス ト養成研修について、今年
度は約40名 に提供できました。また、遠隔地にお住まいの方でも利用できる研修プログラムと
して、e― learningを 活用した 「初級ABAセ ラピス ト養成研修スター トアップコース」を開設
し、新たに6名 に提供しました。また、オンライン発達相談サービス “kikotto''に おいて、
延べ4518件 のご相談に対応 しました。

② 障害児通所支援事業 :荻窪と鎌倉の事業所あわせて引き続き今年度は約 100家庭にご利用い
ただきました。

③ RISTEX事業 :Rl年度から開始した科学技術ノベーション政策のため科学採択プロジェクトの
一環で、発達支援アプリAI―PACの支援記録をベースにした研究に取り組みました。お子さんの

発達課題や支援方法の蓄積データ×発達年齢等の基本プロフィールを関連付けて解析した結果
をもとに、発達年齢に応じた初期課題レコメンドシステムのプロトタイプ版を開発しました。
今後の実用化に向けて、さらなる実証研究や開発を進めてまいります

④ 指定管理事業 :

R2年度から引き続き江戸川区発達相談 。支援センターの運営を行っています。昨年度はペ

す くを約 70家庭に実施 し、また、年間約30回 の講演会等を開催 して約 780名 の方にご

加いただきました。また、江戸川区内の事業者向けの研修や事例検討、江戸川区の小学校
職員向けの自閉症疑似体験ワークショップなどを開催 し、支援者支援事業を行いました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容 実 施

日 日寺

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

支出額

(千円)

支援者育成

事業
・療育に携わる事業者また
は職員の育成研修
。学生セラピス トや家庭療
育サポーターによる、家庭
訪問指導

通年
各事業者
各家庭

4名
約 3事業所
約 3家庭

15,92C



支援者育成事

業

・AI―PACの導入支援を通し
た支援者支援

通年 各事業者 3名
約 10事業所 ｏ

ё
つ
４7,

障害児通所

支援事業 ・週に1回の個別通所指導
・週に1回の集団指導

通年

荻窪事業所

鎌倉事業所

約

名

ｒＯｌ
■

障害児通所受
給者証を持つ

家庭
約100家庭

52,101

5名
約 40名

療育、教育関
係者など

5,680

RISTEXtti業

。シンポジウム開催 2月 オンライン

約 50名

障害児通所受
給者証を持つ

家庭

約70家庭

243,867

指定管理事

業 。週に1回の個別通所指導

・週に1回～5回の集団指導
通年

江戸川区発達相

談支援センター

(2)そ の他の事業

従事者
の人数

支出額
(千円)

事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

事業名



書式第 13号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 活動計算書

令和4年 4月 1日 か ら令和5年 3月 31日 まで

正会員受取会費
贅助会員受取会費

===皇 _奎L== 全証

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

1.999. 108

受取補助金
指定管理収入

254.286 601

事業収益

支援者育成事業収益

障害児通所支援事業収益

収益事業収入

EDS収 入

92.455 187

5 その他の収益
受取利日

給料手当
法定福利費
通勤費
福利厚生費

224.566 601

349 980 311

印刷製本費

会議費

旅費交通費

車両費

通信運搬費

教材費

消耗品費

玩具費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

広告宣伝費

保険料

接待交際費

諸会費

報酬手当

租税公課

研修費

新聞図書癸

支払手数十1

雑費

役員報酬

給料手当

法定福利費

通勤費

福利厚生費

17280498

印刷製本費

業務委託費

旅費交通費

通信運撫費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

接待交際費

新聞図書費

研修費

諸会費

報酬手当

租税公課

支払手数料

雑費

他勘定振替高

1.89Ю .141

C

過年度損益修正益

災害損失



令和 4年度 貸借対照表

令和5年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

活動法人 ADDS

金   額 小計・合計

現金預金

売掛金

前払費用
立替金

98,129,829

13,486,471

99,000
92,378

1資産合計  ・・ 。
( 111,807,678

(¬ )有形固定資産
建物付属設備
減価償却累計額
有形固定資産計

4,634,362
-2,438,573

2,195,789

(2)無形固定資産
ソフトウェア

無形固定資産計

3,539,584

3,539,584

(3)投資その他の資産
敷金

投資その他の資産計

2,514,000

2,514,000

2

産合計 ( 8.249.37.

【A】 資 産 合 計 ①+② 120,057,051

2

未払金

未払費用

預り金

未払法人税等

未払消費税等

20,415,649
17,654,618

598,211

190,000

793,700

39.652,171

39.652.178

69,566,121
B-2

10,838,752

80.404,871

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 120,057,051

書式第 15号 (法第 28条関係 )



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

令和5年 3月 31日 現在

ADDS

目 金   額 ′1ヽ    計 合   計

207,383

97,922,446

13,486,471

99,000

現金預金

手元現金

銀行普通預金 (三菱UFJ銀行・恵比寿支店他)

売掛金

障害児通所支援事業等

92,378

資産合計 111,807,678

(1)有形固定資産
建物附属設備

減価償却累計額

有形固定資産計

4,

△ 2,

2,195,789

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

無形固定資産計

3,539,584

3,539,584

(3)投資その他の資産

敷金

無形固定資産計

2,514,000

2,514,000

8 249 373

【A】 資 産 合 計 ①+② 120,057,051

負 債 の

13,441,680

6,973,969

13,127,376
4,527,242

20,011

578,200

190,000未払法人税等

未払消費税等

未払金
指定管理用精算額
外注費等経費未払金

未払費用
3月 分給与
3月 分社会保険料・労働保険料

預り金

源泉所得税

住民税

793,700

39,652,178

【B-1

信 合 計 (

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 39,652, 178

80,404.873【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

料



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載 した名簿 )

特 定非営利活動法 人 ADDS

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1 事

クマ ヒトミ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

R4年 4月 1日

R5年 3月 31日熊 仁美

′
2、

′
口｀ヽ

θ
監 事

t )l :,,-< r- ) R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年 月

月

日

年 日中島 弓乃

(

事
イ トウ ヨシコ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日伊藤 由子

4
事

カシワギ アイ リ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年   月 日

日年 月柏木 愛理

5
理 事 Fウ ノ ヨシオ R4年 4月 1日

R5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日河野 良雄

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年   月 日

日年 月

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年   月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

3



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 8事 業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 ADDS

氏   名

1
熊 仁美

2
中島 弓乃

3 伊藤 由子

4 柏木 愛理

5
熊 方道

6
竹内 常夫

7
加藤 裕一

8
原 智恵子

9
岡村 晴美

10
加藤 孝央

11
山田 文香

12


